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1 序論
1.1 研究の背景と問題意識
建築物は様々な構成機能の集合体であり，各機能は他の機能とそれぞれ多少の連関はしている
ものの，基本的には独立しており，同種機能の他製品でも代替可能である．例えば構造強度は法
律の範囲内で最低限の耐震強度機能を設計することも可能である一方，より厳しい独自の耐震基
準を設計することも可能である．また，建築物全体の電気容量なども使用状況の想定により，発
注者が最適と考える値に設計できる．
繰り返しになるが，建築物は様々な構成機能の集合体であるため，建設にあたっては発注者よ
り豊富な知識を持つ多数の専門業者が介在する．専門業者側から，前述した「発注者が最適と考
える値」を検証すると，構成機能は必要以上に過大に設計されていることが多い．私は，これは
発注者の設計に関する知識や能力が欠如していることが原因ではないかと考えている．設計に関
する知識や能力が欠如していれば，機能の多寡の判断は必然的に機能の必要性ではなく，機能に
対して支払う費用になってしまう．そうなった場合，発注者は将来の不確実性に対して，必要な
機能を準備するという発想でなく，予算の中で多くの機能を準備しておく，といった発想に陥る
のではないだろうか．
しかしながら，過大設計等の発生を防ぐために，発注者の知識や能力を向上させることは，そう
簡単ではない．なぜなら，発注者が専門業者同等に設計に関する知識を習得しようとすれば，機
能の多寡を見誤った場合に発生するコスト以上の費用が発生する可能性があるからである．
私は，この過大設計等が起きる必然性を，発注者をプリンシバル，専門業者をエージェントと
とらえるゲーム理論のフレームワークで明らかにすることで，発注者が真に最適な機能を設計で
きる一助になるのではないかと考えている．過大な設計は社会全体としての損失である．発注者
が真に最適な機能を設計できるようになることは，発注者の利益増大だけでなく，いずれは専門
業者の利益増大にも繋がり，最終的には社会全体の総余剰，社会的厚生の増大に繋がっていくと
考えている．
1.2 研究の目的
本論文の目的は 2つある．
1. コスト情報の非対称性の問題の分析
発注者が，建築物の仕様に対する支払金額を決定し，請負者がその金額に応じて建築物の機
能を決定するモデルを作成する．建築物の特徴である機能を請負者が決定してしまうこのモ
デルで，発注者にとって重要なことは，取引相手である専門業者の情報が観察可能であるか
否かである．そのモデルにおいて，発注者が建築物の建設コストが全て観察可能な場合とコ
スト情報に非対称性の問題が発生した場合を比較した分析を行う．
2. 便益情報の予測不確実性と再ネゴシエーションの問題の分析
発注者が自身の便益予測や各構成機能に対する相場を基に，自身で建築物の機能を決定する
モデルを作成する．このモデルで発注者にとって重要なことは，確実な便益の予測である．
そのモデルにおいて，発注者に便益情報の予測不確実性が存在し，そのリスクヘッジとして
工期内の再ネゴシエーションが設定される場合の契約変更の可否の条件について分析を行う．
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1.3 本論文の構成
本論文は 1章は序論である．2章では本研究の目的を述べる．3章では第一のモデルの分析及び
考察を行う．4章では第二のモデルの分析及び考察を行う．5章は結論とし，総括及び今後の課題
を述べる．
2 モデル
2.1 先行研究と本論文のモデル
建設業における，発注者が必ず請負者を通じて工事を進行するという契約形態は，プリンシバ
ル・エージェント関係と考えることができる．また，一品生産である建築物の価格の比較は困難
であり，建築物の構成機能である様々な設備の技術上の詳細情報やコストなどは，発注者には見
えづらいため，情報の非対称性が発生しやすい．そのため，発注者の知識量が少ないほど，請負
者にモラルハザードが発生しやすい構造になっており，モラルハザードを防止するためには適切
なインセンティブ契約を締結することが重要になってくる．近年のインセンティブ契約の設計の
重要性の増大について，伊藤 [2007][1]は以下のように述べている．
初期のモラルハザードの研究は競争市場の枠組みで行われ，競争市場の効率性が分析
のひとつの焦点であった．しかしエージェンシー関係の枠組みに移行することで，プ
リンシバルが望ましいインセンティブを設計するという問題に注目が集まっていった．
また，藤本・野城・安藤・吉田 [2015][2]は『人工物であるアーキテクチャは「機能」と「構造」
の組み合わせとしてとらえることができる. この場合「価格」は「機能」にまた「コスト」は「構
造」に対応する．』と定義したうえで，以下のように述べている．
要求「機能」のあいまいさ，「構造」が担保する「機能」を事前に把握することの困難
さ，それに起因する「価格」の認識のあいまいさ，あいまいな「価格」意識に助長さ
れた受注者の「コスト」意識偏重，受注サイドのみならず顧客側にも見られる「価格」
と「コスト」の混同と言った問題のすべてが，日本型システムの特性と大きくかかわっ
ている．
しかしながら，藤本らが言う，『「機能」から導かれるべき「価格」』も一般的な平均値であり, 一
品生産である建設業において，発注者が建築物から受け取る「便益」と必ずしも一致するもので
はない.
そこで，当論文では,建築物がもたらす様々な価値を,発注者が受け取る「便益」，発注者が支払
う「価格（発注金額）」，請負者が負担する「コスト」の 3つに分け,複雑に語られやすい建設業の
契約構造をシンプルに読み解いていく. そのため本研究では，契約構造の単純化のため,先行研究
で用いられた「機能」・「構造」という個別の要素を発注者と請負者が共に観察可能な,「スペック」
という統合された要素に置き換えて読み解いていく.
研究の目的で述べたように，その，「スペック」を請負者が決定する場合と，発注者が決定する
場合に分けて，それぞれどのような状況が発生しているかを説明していきたい．そのため，本論
文では 2つのモデルを構築する．第一のモデルとしては，価格というインセンティブを適切に設定
することで，エージェントである請負者が発注者にとって最適なスペックを申告するようにコン
トロールするモデルを構築する．そして，発注者が請負者のコスト構成を観察可能な場合と，一
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部のパラメーターを観察不能な場合の，請負者が申告する「スペック」，発注者が得られる「便
益」，「発注（請負）金額」，請負者の「コスト」，「発注者利得」，「請負者利得」の差を検証する．
第一のモデルは非常にシンプルであり，建設業におけるプリンシバル・エージェントの関係を
理解するには有用である．しかしながら，エージェントである請負者のみが建築物のスペックを
決定するというモデルは，現実からは，若干かけ離れている．そのため，第二のモデルでは発注
者がスペックを決定するモデルを構築する．ただ，工期の長い建設業において初期契約時点で建
築物の引き受け時においての最適なスペックを選定することは容易ではなく，事後的に最適スペッ
クが変更になった場合に，契約変更を行えるかどうかが重要になる．そこで，第二のモデルでは，
この契約変更に焦点を当てたモデルを構築する．小林・大本・横松・若公 [2001][3]は，建設業の
取引特殊性と契約当事者双方の立証能力の違いに着目し，初期契約締結から投資が完了し，工事
を開始する時点においての契約変更に必要な費用を，「工期」・「その時点での発注者の投資水準」・
「その時点での請負者の投資水準」・「設計条件」の４つの要素で表すモデルを構築している．その
モデルにおいて小林らは，発注者が社会的厚生を最大化する公共主体の場合，初期契約の下での
請負者の投資水準に関する限界費用が，再契約後に生じる実際の期待限界費用に一致するように
設計条件と工期及び，契約変更ルールを初期契約時に設定すれば，請負者が自身の利潤の最大化
を目指す請負契約においても，発注者の純便益と請負者利得の総和である社会的厚生の最大化を
目指す社会的最適な契約が締結可能なことを示している．
しかし，土木工事を想定しているこのモデルでは発注者の条件を社会的厚生の最大化を目指す
者に限定しており，日本国内の建設業において 60％の構成比率を占める [4]民間工事への展開は
難しい．また，民間工事の中で 80％強を占める [4]一般の建設工事においては取引特殊性はある
ものの，ある時点までに行った投資は出来高費用として支払われることが一般的であり，完全に
サンクすることは考えづらい．そのため，第二のモデルでは，投資水準の要素は省略し，社会的
厚生の最大化ではなく，自身の利得の最大化を目指すプリンシバルとエージェントが工期中に契
約変更交渉を行うモデルを構築する．
2.2 基本設定
本論文のモデル１，モデル２に共通する設定を以下に説明する．
1. プレイヤー
建築物を建設する『発注者』とその建築物の建設を受注して施工する『請負者』の 2者をプ
レイヤーと考える．
2. スペック
建築物には，構造的強度や電気容量など，複合的な価値を合算して算出するスペックがあり,
「便益」，「価格」及び「コスト」に影響を及ぼすと仮定する. ただし本来スペックは，多数の
要素を含んでいるものであるが，ここでは１つの正の実数値 q > 0で表現できると仮定する．
3. 便益・価格・コスト
「便益」・「価格」・「コスト」はスペック q と以下に示す v, p, c によって定まる．
v :発注者の便益関数のパラメーター
p :単位スペック当たりの発注金額
c :請負者の建設コスト関数のパラメーター
q, v, p, cにより 「便益」・「価格」・「コスト」をそれぞれ，以下のように V, P,C で表す．
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• V (v, q)：発注者の得られる便益
• P (p, q)：発注（請負）金額　　
• C(c, q)：請負者の建設コスト　
ここで，v, p, cも qと同様，正の実数値をとると仮定する．
4. V, P,C の関数形についての仮定
V, P,C に対し下式のような関数を仮定する．
V (v, q) = Avqδ
P (p, q) = pq
C(c, q) = Bcqγ
スペックが高くなれば建築物の一般的な価値は当然高くなる．よって，スペックに比例して
発注金額も増加していく．しかし，発注者の得られる便益は限界効用逓減の法則により，ス
ペックに比例せず，スペックが上昇すればするほど得られる「便益」の増加率は減少してい
く．一方「コスト」には限界費用逓増の法則が働くため，スペック上昇に伴い「コスト」の
増加率が上昇していく．ここで A,Bは定数であり，δ < 1，γ > 1である．また，V, P,C に
は本来，それぞれ定数項が存在するが，当論文では説明の簡略化のため，考慮しないものと
する．
5. 発注者利得と請負者利得
発注者の利得は，便益と発注金額の差 I(v, p, q) = V (v, q) − P (p, q)となる．請負者の利得
は，発注金額と建設コストの差 R(p, c, q) = P (p, q) − C(c, q)となる．図 1 から分かるよう
に，発注者の利得や請負者の利得がある区間は限られており．両者共に利得が存在する区間
においてのみ契約の合意が可能となる．
便益 発注(請負)金額 コスト スペック
便益
発注金額
コスト
便益V -発注金額P
が発注者利得 I となる
これ以上のスペックでは
発注者の利得は存在しない
発注金額P –コストC
が請負者利得 Rとなる
これ以上のスペックでは
請負者の利得は存在しない
図 1: スペックに対する便益・価格・コスト
5
6. プレイヤーの目的
発注者・請負者はそれぞれ，自身の利得の最大化を目指して行動する．
3 モデル１：請負者がスペックを決定するモデル
3.1 モデル１の設定
モデル１では，発注者は技術力や専門知識がないため，スペックを選定することが出来ないと
仮定する．そのため発注者は請負者にスペックを提案させ，提案を完全に受け入れる形でスペッ
クを決定すると考える．ここで，発注者は V, P,Cの関数形は既知であるとし，提案されるスペッ
クをコントロールするために，「便益」・「価格」・「コスト」の関数から請負者の提案するスペック
を予想し，自身の利得が最大になる，単位スペック当たりの発注金額を決定する．
各段階での各プレイヤーの行動や決定変数を以下に述べる．まず第 1段階で，発注者が単位ス
ペックあたりの発注（請負）金額 p を決める．スペックが q であるときの発注（請負）金額は
P (p, q) = pq となる．次に第 2 段階で，請負者がスペック q を決定する．発注者は，スペック q
によって便益 V (v, q) を受け取る．発注者の利得 I(v, p, q) は，前述したように便益から請負金額
を引いたものであり，
I(v, p, q) = V (v, q)− P (p, q) (1)
と表される．一方，請負者はスペック q の建築物を建築するためにはコストC(c, q)がかかる．よっ
て，請負者の利得 R(p, q, c)は，発注（請負）金額からコストを引いたものであり
R(p, c, q) = P (p, q)− C(c, q) (2)
として表される．
3.2 モデル１の分析
3.2.1 モデルの分析：発注者がコスト関数のパラメーター cを観察可能な場合
発注者が，スペック qの単位当たりの発注金額 pを設定する段階を第１段階，請負者がスペッ
ク qを申告する段階を第 2段階とし，バックワードインダクションにて第２段階から解いていく．
【第２段階】
請負者は第 2段階において，maxq R(p, c, q)となるような qˆを設定し，発注者に申告する．qˆ
を申告する請負者の利得は式 (2) で示す通り P (p, q)とC(c, q)に依存する．よって，利得の
最大化を目指す請負者が申告する設定スペックは，qˆ(p, c)と表すことができる．このとき，
請負者の利得はR(p, c, qˆ(p, c))となる．
【第１段階】
発注者は第 1段階において，請負者からの qˆ(p, c)の申告を予想し，maxp I(v, p, qˆ(p, c))とな
るような pを設定し，請負者に通告する．発注者の利得は式 (1) で示す通り V (v, qˆ(p, c))と
P (p, qˆ(p, c))に依存する. vは発注者が想定するパラメータであり，発注者にとっては既知で
あるため，cが観察可能であれば，発注者は適切な p∗(c)を設定することにより，請負者に
最適スペックを申告させ，最適利得 I(v, p∗(c), qˆ(p∗(c), c))を得ることができる．
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3.2.2 モデルの分析：発注者がコスト関数のパラメーター cを観察不能な場合
観察可能な場合と同じく，発注者がスペック qの単位当たりの発注金額 pを設定する段階を第 1
段階，請負者がスペック qを申告する段階を第２段階とし，バックワードインダクションにて第
２段階から解いていく．ただし,発注者は cを確率分布にて予測し,その密度関数は f(c)とする．
【第２段階】
請負者は，観察可能な場合と同じ行動をとる．よって，利得の最大化を目指す請負者が申告
する設定スペックは，観察可能な場合と同じく qˆ(p, c)となり，請負者の利得はR(p, c, qˆ(p, c))
となる．
【第１段階】
観察可能な場合と同じく，発注者はmaxp I(v, p, qˆ(p, c))を目指すが cが観察不能なため，予
想利益 Iˆ は cの期待値で推測され下式となる
Iˆ(v, p, qˆ(p, c)) = Ec[(I(v, p, qˆ(p, c))] =
∫ ∞
−∞
I(v, p, qˆ(p, c))f(c)dc
このように cの期待値を取ることにより，maxp Iˆ(v, p, qˆ(p, c))となるような p˜(c)を決定する
ことが可能である．しかしながら，cが確率関数で予想されている限り，観察可能な場合に
おいて設定した p∗(c)によって得られる利得とを超えることは無い．
3.2.3 数値例を用いた分析
数値例を用いた分析を行うため，A = 1, B = 23 とし，δ < 1, γ > 1の条件を満たす δ = 12 , γ＝32
を選定した下記の計算式を設定する．
V (v, q) = vq
1
2
P (v, q) = pq　
C(v, q) =
2
3
cq
3
2
上式を 3.2.1，3.2.2 で示したように，バックワードインダクションで分析していく．
1. cが観察可能な場合の数値例を用いた分析
最初に発注者がコスト関数のパラメーター cが観察可能な場合の分析を行う．
【第２段階】
請負者は第 2段階において，maxq R(p, q, c)となるような qˆを設定し，発注者に申告す
る．利得R(p, q, c)を最大にするには dRdq = 0となる qを申告すればよい．
R(p, q, c) = P (p, q)− C(c, q) = pq − 2
3
cq
3
2
であり
dR
dq
= p− cq 12
7
であるので dRdq = 0となる qを求めると
q
1
2 =
p
c
q =
(p
c
)2
(3)
となる．この求められた qを qˆ(p, c)とおく．
【第１段階】
発注者は請負者が申告してくる qˆ(p, c)に対して，I(v, p, qˆ(p, c))が最大となるような最
適反応関数を設定する．最適反応関数は
max
p
I (v, p, qˆ(p, c)) = V (v, qˆ(p, c))− P (p, qˆ(p, c))
となるが，qˆ(p, c)は式 (3)で表されるため，I(v, p, qˆ(p, c))は以下の式で表せられる．
I(v, p, qˆ(p, c)) = I
(
v, p,
(p
c
)2)
= V
(
v,
(p
c
)2)− P (p,(p
c
)2)
　
= v
{(p
c
)2} 12 − p(p
c
)2
=
vp
c
− p
3
c2
(4)
I を発注者がコントロール可能な pの関数であると考えると，I(v, p, qˆ(p, c))を最大に
するには dIdp = 0となる pを設定すれば良い．
dI
dp
=
v
c
− 3p
2
c2
であるので dIdp = 0となる pを求めると
v
c
− 3p
2
c2
= 0
p2 =
cv
3
p =
(cv
3
) 1
2 　 (5)
となる．よって，発注者は式 (5)を満たす pを用いた最適反応関数を設定することによ
り，利得を最大化することが出来る．この際に設定された pを p∗とおく．
具体例として，v = 3.0, c = 1.0の場合における，発注者が設定するpの値に対する，V, P,C, I, R
のグラフを図 2に示す．このように，発注者にスペック qを設定する能力が無くとも，最適反
応関数を設定することにより，請負者に発注者の利得が最大になるスペック qを申告させる
ことが出来る．ここで，請負者から申告された，発注者の利得が最大になる qを q∗とおく．
2. cが観察不能な場合の数値例を用いた分析
１.では cが観察可能と仮定したが，現実に置き換えた場合，発注者が請負者のコストを完
全に把握することは非常に難しい．そこで今度は請負者のコスト関数 C(c, q)において，発
8
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図 2: 発注者が設定する pの値に対する，便益・発注金額・コスト・発注者利得・請負者利得
注者はパラメーター cを正確に知ることは出来ず [1, e]の一様分布であると想定しているモ
デルを考える．
発注者利得を表す式 (4)の期待値E[I]は下式で表される．
E[I] =
∫ e
1
1
e− 1If(c)dc =
1
e− 1
[
vp log c+
p3
c
]e
1
=
1
e− 1
(
vp+
p3
e
− p3
)
E[I]を最大にするには dIdp = 0となる pを設定すればよい．
dI
dp
=
1
e− 1
(
v +
3
e
p2 − 3p2
)
であるので，dIdp = 0となる pを求めると
1
e− 1
(
v +
3
e
p2 − 3p2
)
= 0
3p2
(
1− 1
e
)
= v
p2 =
eV
3e− 3
p =
(
ev
3(e− 1)
) 1
2
　 (6)
9
となる．よって発注者が cを [1, e]の一様分布と想定した場合，式 (6)によって導かれる pを
用いた最適反応関数を設定することになる．この際に設定された pを p˜とおく．
コスト関数のパラメーター cが，観察可能な場合に設定される p∗と観察不能な場合に設定
される p˜を比較したグラフを図 3に示す．
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【発注者利潤追及モデル】ｃの値による単位スペック当たりの金額ｐの変化
p* p~∗
図 3: cの値により設定される単位スペック当たりの金額 pの変化
当然であるが，cが観察不能な場合は，cの値によらず，発注者は一律の単位スペック当たりの
発注金額を設定する．そのため，cが小さい（スペックの単位当たりのコストが安い）場合には，
観察可能な場合に比べて割高な金額設定になり，cが大きい（スペックの単位当たりのコストが高
い）場合には，割安な金額設定になっている．この金額設定の差が，請負者が発注者に申告する
スペック qに影響し，発注者利得や請負者利得に影響を及ぼすことになる．また，式 (5)と式 (6)
において，pが等しくなる cを求めると
(cv
3
) 1
2
=
(
ev
3(e− 1)
) 1
2
c =
e
e− 1 ≃ 1.582
となり，c ≃ 1.582において p∗ = p˜となり q∗ = q˜となる．
次に，観察可能な場合と観察不能な場合それぞれの qを求める．まず，いずれの場合において
も qは請負者が決定するため， 式 (3) のとおり q = (pc )2となる．この式の pに式 (5)，式 (6)で
得られた p∗, p˜を代入し，それぞれの場合の qを算出する．ここで発注者が請負者のコスト関数の
パラメーター cが観察可能な場合の qを q∗，観察不能な場合の qを q˜とすると
q∗ =
(
p∗
c
)2
=
(
( cv3 )
1
2
c
)2
=
cv
3
c2
=
v
3c
q˜ =
(
p˜
c
)2
=
(
( ev3e−3)
1
2
c
)2
=
ev
3e−3
c2
=
ev
3c2(e− 1)
となる．それぞれのコスト関数のパラメーター cに対する値を図 4に示す．
10
0.00
0.10
0.20
0.30
0.40
0.50
0.60
1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 2.2 2.4 2.6
設
定
ス
ペ
ッ
ク
単
位
［
v］
コスト関数のパラメーターc
【発注者利潤追及モデル】ｃの値による設定スペックｑの変化
q* q~∗
図 4: cの値による請負者が申告するスペック qの変化
cが観察不能な場合において請負者は，cが小さい（スペックの単に当たりのコストが安い）場
合には，観察可能な場合と比較して過大なスペックを申告し，cが大きい（スペックの単位当たり
のコストが高い）場合には，過小なスペックを申告してくることが示された．
次に，求められた q∗, q˜より V (v, q), P (p, q), C(c, q), R(p, c, q), I(v, p, q)を求める
まず，観察可能な場合の「便益」・「発注金額」・「コスト」・「発注者利得」・「請負者利得」は
V (v, q∗) = v
( v
3c
) 1
2
P (p∗, q∗) = p∗
( v
3c
)
=
(cv
3
) 1
2 v
3c
=
v
3
( v
3c
) 1
2
= c
( v
3c
) 3
2
C(c, q∗) =
2
3
c
( v
3c
) 3
2
I(v, p∗, q∗) = V (v, q∗)− P (p∗, q∗) = 2v
3
( v
3c
) 1
2
R(p∗, c, q∗) = P (p∗, q∗)− C(c, q∗) = c
3
( v
3c
) 3
2
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となる．次に観察不能な場合の「便益」・「発注金額」・「コスト」・「発注者利得」・「請負者利得」は
V (v, q˜) = v
(
ev
3c2(e− 1)
) 1
2
P (p˜, q˜) = p˜
(
ev
3c2(e− 1)
)
=
(
ev
3(e− 1)
) 1
2 ev
3c2(e− 1)
=
ev
3c(e− 1)
(
ev
3c2(e− 1)
) 1
2
= c
(
ev
3c2(e− 1)
) 3
2
C(c, q˜) =
2
3
c
(
ev
3c2(e− 1)
) 3
2
I(v, p˜, q˜) = V (v, q˜)− P (p˜, q˜) = 3c(e− 1)− e
3c(e− 1) v
(
ev
3c2(e− 1)
) 1
2
R(p˜, c, q˜) = P (p˜, q˜)− C(c, q˜) = c
3
(
ev
3c2(e− 1)
) 3
2
となる．観察可能な場合の結果を V ∗, C∗, P ∗, I∗, R∗とし観察不能な場合の結果を V˜ , P˜ , C˜, I˜, R˜と
した場合のグラフを図 5～図 9に示す．
3.2.4 分析結果及び考察
図 3に示す通り，パラメーター c ≃ 1.582においては，単位スペック当たりの発注金額は p∗ = p˜
となるため，請負者は発注者の利得が最大になるスペック qを申告する．よって，その点におい
てのみは，コスト cが観察可能な場合と観察不能な場合の利得の差は 0となるが，常に I∗ ≥ I˜ で
あり，観察不能な場合は観察可能な場合に比べて常に利得が減少することが図 8により示された．
c が観察不能な場合は，請負者のコスト構造によらず，発注者は一律の単価設定を行うため，
c < 1.582の区間においては，観察可能な場合と比較して割高な金額設定になり，その結果，請負
者に過大なスペックを申告させるインセンティブが働く．反対に c > 1.582の区間においては割安
な価格設定となるため，請負者は過小なスペックを申告してくることが図 4により示された．こ
の請負者が申告してくる q∗と q˜の差が，発注者利得 I∗と I˜ の差を生み出している．
なお，観察不能な場合において，発注者は期待値を [1, e]の一様分布で見ているにもかかわらず，
q∗ = q˜となる点が，1+e2 ≃ 1.860 とならないのは，発注者がリスク中立ではないからと想定され
る．第一のモデルにおいて V (v, q)と P (p, q)のスペック qの乗数を比べると，前者は 12 で， 後者
は 1である．つまり，スペック qの増加は利潤よりも支出が増加しやすい傾向にあるため，発注者
はリスク回避型の思考で pを設定する．
4 モデル２：発注者がスペックを決定するモデル
4.1 モデル２の設定
モデル２ではモデル１とは違い，発注者にはスペックを選定する能力があると考える．ただ，工
期の長い建設業において，初期契約時点で建築物の引き受け時点での最適なスペックを決定する
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図 7: cの値による建設コスト C の変化
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ことは，容易ではない．そのため，発注者は事後的に最適スペックが変更になった場合に，変更
契約が行える要綱を初期契約に盛り込む．しかしながら，単位スペックあたりの発注金額は請負
者の形成する相場で与えられるため，発注者，請負者双方とも直接的なコントロールは出来ず，工
期中の変更も出来ないものとする．さらに，請負者は自身の利得が減少する変更契約には応じな
いと仮定し，請負者が契約変更に合意しない場合は，発注者は自身の利得の増加分を請負者に分
け与えることで，事後的に再算出された最適スペックへの契約変更を試みると仮定する．
各時点での各プレイヤーの利得を以下に述べる．まず，初期契約時点では，その時点で発注者が
予測する便益 v，請負者により形成される相場より与えられる pが存在し，それぞれ v0, p0で与え
られる．これらのパラメーターを基に発注者は，自身の利得が最大となるスペック qを設定し，請
負者と契約する．この際に設定したスペックを q0とおく．よって，初期契約時点での発注者，請
負者それぞれの利得は
I(v0, p0, q0) = V (v0, q0)− P (p0, q0)
R(p0, c, q0) = P (p0, q0)− C(c, q0)
と表される．
一方，事後的に発注者が正しい便益 v∗を発見し，その v∗により再算出される q∗において契約
変更が行われた場合の発注者・請負者それぞれの利得は
I(v∗, p0, q∗) = V (v∗, q∗)− P (p0, q∗)
R(p0, c, q
∗) = P (p0, q∗)− C(c, q∗)
と表される．この際R(p0, c, q∗)−R(p0, c, q0) ≥ 0ならば，請負者は契約変更に合意するが，R(p0, c, q∗)−
R(p0, c, q0) < 0の場合は，請負者は契約変更には合意しない．
1. 時点の定義
モデル２では，以下の３つの時点が存在すると仮定する．
• 時点１：初期契約
• 時点２：契約変更・再ネゴシエーション
• 時点３：竣工
15
≪時点１≫
初期契約
≪時点２≫
契約変更・再ネゴシエーション
≪時点３≫
竣工
図 10: 時点の定義
発注者は時点１以降において，正しい便益を発見した場合には一度のみ，時点２においてス
ペックを q∗ にする契約変更の申し入れが可能であり，変更契約が締結された場合はスペッ
クが完全に q∗に変更された建築物を，時点３で受け取ると仮定する．
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2. ゲームの順序
1) 時点 1において,それぞれのプレーヤーは下記の行動をとる.
【第１段階】
発注者・請負者はそれぞれ，請負者にて形成された相場から，単位スペック当たり
の発注金額 p0を認知し契約における前提条件として合意する．
【第２段階】
発注者は，p0及び，時点１で想定する便益のパラメーターである v0を基にスペッ
ク q0 を決定し，請負者に通告し発注する.請負者は通告された q0で初期契約に合
意する．
2) 時点２において,それぞれのプレーヤーは下記の行動をとる．
【第１段階】
発注者は，時点２において，正しい便益のパラメーターである v∗を発見し，その
v∗ をもとに再算出した，自身の利得が最大となるスペック q∗ への変更を請負者
に依頼する．ただし，単位スペック当たりの発注金額 p0はそれぞれのプレイヤー
では変更できないものとする．ここで発見した v∗ は時点１の v0の a倍と仮定し
v∗ = av0とおく.
【第２段階-1】
請負者は提示された q∗から導かれる請負者利得Rが，時点１より増加していれば
契約に合意する.
【第２段階-2】
請負者の利得が減少しており合意できない場合，発注者は自身の利得の増加分∆I
の一部を請負者に譲り渡すことで，契約合意を試みる．ここで∆I を請負者に譲り
渡す割合を β とおく．
4.2 モデル２の分析
4.2.1 数値例を用いた分析
数値例を用いた分析を行うため,A = 2, B = 13 とし δ < 1, γ > 1　の条件を満たす δ = 12 , γ＝32
を選定した下記の計算式を設定する．
V (v, q) = 2vq
1
2
P (p, q) = pq
C(c, q) =
1
3
cq
3
2
1) 最初に，時点１の分析をバックワードインダクションにて第２段階より行う．
【第２段階】
ここでは，単位スペック当たりの発注金額は請負者により形成された相場より決まる
とし，その値を pとする．時点 1の最終プレーヤーである発注者は，この時点１では便
益関数のパラメーターを v0と想定し，そのもとで，自身の利得が最大になるような q
16
を決定する. 発注者は，利得 I(v0, p0, q)を最大にするには dIdq = 0となる qを決定すれ
ば良い.
I(v0, p0, q) = V (v0, q)− P (p0, q) = 2v0q 12 − p0q
であるので，dIdq = 0 を満たす qを求めると
dI
dq
= v0q
− 1
2 − p
であるので
v0q
− 1
2 − p = 0
q =
(
v0
p
)2
(7)
となる.この時に求められた qを q0とおく．
【第 1段階】
請負者は発注者が通告する q0を予測し，自身の利得が最大になるような，単位スペッ
ク当たりの発注金額の相場 pを形成する．請負者は，自身の利得R(p, c, q0)を最大にす
るには dRdp = 0となる pを形成すれば良い．
R(p, c, q0) = P (p, q0)− C(c, q0) = pq0 − 1
3
cq
3
2
0
であるが，q0は式 (7)で表され
R(p, c, q0) =
v2
p
− 1
3
c
v3
p3
となるので dRdp を求めると
dR
dp
= −v
2
p2
+
cv3
p4
であるので
cv3
p4
=
v2
p2
p2 = cv
p = (cv)
1
2 (8)
この pが，単位スペック当たりの発注金額の相場 p0となる．
2) 続いて，時点 2の分析を行う．時点２において発注者は，発見された v∗にて利得が最大に
なる q∗を再計算し，請負者に提示する．請負者が，この再提示された q∗での契約変更に合
意するパターンは，以下の 2つが考えられる．
1. 提示された q∗により請負者の利得も増加するため，契約変更に合意する．
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2. 提示された q∗では請負者の利得が減少するが，発注者の利得の増加分の一部を分け与
えられることで，契約変更に合意する．
前者の場合においては発注者の時点 2における利得は
I(v∗, p0, q) = V (v∗, q)− P (p0, q) = 2v∗q 12 − p0q　 (9)
であるので，発注者が利得 I(v∗, p0, q)を最大にするには時点１と同様に dIdq = 0となる qを
決定すれば良い．
dI
dq
= v∗q−
1
2 − p0
であるので
v∗q−
1
2 − p0 = 0
q =
(
v∗
p0
)2
(10)
となり，この求められた qを q∗として提示すれば良い．
一方，後者の場合においては，発注者の利得の増加分∆Iのうち比率 βを請負者に分け与え
ることで，請負者が契約変更に合意するので，発注者の利得は式 (9)から，発注者が分け与
える利得を差し引いたものになるため
I(v∗, p0, q0) = V (v∗, q)− P (p0, q)− β∆I 　
= V (v∗, q)− P (p0, q)− β{(V (v∗, q)− P (p0, q))− (V (v0, q0)− P (v0, q0))}
= (1− β){V (v∗, q)− P (p0, q)}+ β(V (v0, q0)− P (p0, q0))
= (1− β)(2v∗q 12 − p0q) + β(2v0q20 − p0q0) (11)
となる．この際に発注者が自身の利得を最大にするために提示すべき qは，
dI
dq
= (1− β)(v∗q− 12 − p0) = 0
を満たす qから求められるため，βの値に関係なく
q =
(
v∗
p0
)2
(12)
となり，この求められた qを q∗として提示すれば良い．
式 (10)と式 (12)が等しいことから分かる通り，請負者に発注者が自身の利得の増加分∆I
のうち，比率 βを分け与えることにしても，最適スペック q∗は βに影響を受けていない．そ
れは請負者に利得を全く分け与えない (β = 0) の場合も含んでいる．この，時点 2において
正しい便益を発見した発注者が，再算出する最適スペックが βによって変化しないことが今
回の分析を簡単にしている．
3) 時点２の V, P,C の時点１からの差分をそれぞれ∆V,∆P,∆C とおき，分析を進める．
∆V = V (v∗, q∗)− V (v∗, q0)
∆P = P (p0, q
∗)− P (p0, q0)
∆C = C(c, q∗)− C(c, q0)
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となる. ここで,v∗ = av0とおくと式 (12)より
q∗ =
(
v∗
p0
)2
=
(
av0
p0
)2
= a2
(
v0
p0
)2
= a2q0 (13)
となる.式 (8)，(13)をふまえ,∆V,∆P,∆C を計算すると.
∆V =
2v20
p0
(a2 − a)
∆P =
v20
p0
(a2 − 1)
∆C =
1
3
v20
p0
(a3 − 1)
となる．同じように,発注者の利得 I の差分を∆I とおくと
∆I = ∆V −∆P = v
2
0
p0
(a− 1)2
=
2v20
p0
(a2 − a)− v
2
0
p0
(a2 − 1)
=
v20
p0
(a2 − 2a+ 1)
=
v20
p0
(a− 1)2 (14)
となる．v20p0 は常に正であり，(a− 1)2も常に正であるので，発見された正しい便益 v∗がど
のような値であっても，再算出された q∗で契約変更することにより，発注者の利得は増加
することが分かる．
また，請負者の利得の差分∆Rは
∆R = ∆P −∆C = v
2
0
p0
(a2 − 1)− 1
3
v20
p0
(a3 − 1)
=
v20
p0
(a− 1)(a+ 1)− 1
3
v20
p0
(a− 1)(a2 + a+ 1)
=
v2o
3p0
(a− 1)(−a2 + 2a+ 2) = v
2
o
3p0
(−a3 + 3a2 − 2) (15)
となる．∆Rは∆I とは異なり，aの値によって正の値も負の値もとりうる. 式 (15)を aで
微分して，∆Rの極値を求めると
d∆R
da
=
v20
3p0
(−3a2 + 6a) = 0
となるため，a = 0及び a = 2の時に極値を取ることが分かる．式 (15)より，a = 0のとき
には∆Rは負になるので, a = 2の時に∆Rは最大となることが分かる.
aと∆Rの関係を表すグラフを図 11に示す.
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ⅱ: の値に対する△ の変化
<境界点１>
[1 + 3]
この区間では発注者が利益を
分け与える必要は無い
図 11: aの値に対する∆Rの変化
請負者は∆Rが負になる q∗は受け入れないが,発注者は q∗に変更することにより,必ず利得が
増加するので, 自身の利得の∆I の一定割合を請負者に分け与えることにより,変更契約の合意を
図る．分け与える割合を βとしたとき,請負者が合意する βは下式を満たす必要がある.
∆R+ β∆I > 0
式 (14)，式 (15)を代入すると
v2o
3p0
(a− 1)(−a2 + 2a+ 2) + β v
2
0
p0
(a− 1)2 > 0
β(a− 1)2 > 1
3
(a− 1)(a2 − 2a− 2)
β >
a2 − 2a− 2
3(a− 1)
を得る．この βのグラフを図 12に示す．
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ⅲ:a の値に対するβ の変化
この区間のみ
βの設定が必要
境界点１
境界点2-2
境界点2-1
図 12: aの値に対する β の変化
β > 1以上の領域は存在しえない．また,β < 0以下の領域においては βは必ず 0となる．よっ
て β = 0及び β = 1を解けば
0 ≤ a < 5−
√
21
2
1 +
√
3 < a ≤ 5 +
√
21
2
の領域において発注者は βを設定し,利得を分け与えることで請負者と変更契約を合意する．
発注者の利得を分け与えることで，契約変更の合意が可能ということは，発注者の利得と請負
者の利得の総和である社会的厚生が増大しているということに他ならない．社会的厚生が増大し
ていない状況下においては，発注者が利得を分け与えることは不可能であるため，契約変更は不
可能となる．
ここで，社会的厚生W (v, p, c, q)は I(v, p, q) +R(p, c, q) = V (v, q)−C(c, q)で定義されるため，
社会的厚生の増加∆W は
∆W = ∆V −∆C = v
2
0
3p0
(−a3 + 6a2 − 6a+ 1)
で表される．aと∆W の関係を表すグラフを図 13に示す．また，図 14において図 11，12，13 を
合成したグラフを示す．それぞれの境界点が一致していることが示されている．
まとめとして V, P,C, I, R,W のそれぞれの区間での増加・減少を表にしたものを図 15に示す．
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1
<境界点2-1>
[ହି ଶଵଶ ] この区間は社会全体のパイが縮小するため、どのような手段を用い
ても契約変更は不可能
<境界点2-2>
[ହା ଶଵଶ ]
図 13: aの値に対する∆W の変化
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ⅳ:グラフの合成による、分界点の一致の証明
境界点１
境界点2-2
境界点2-1
図 14: グラフの合成による境界点一致の証明
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ⅰ:肩の数が の場合に証明できたこと
要素 計算式 増減の場面分け 備考
a<1の時 a>1の時
△V ଶ௩బమ࢖૙ (ࢇ૛ − ࢇ) 減少 増加
△P ௩బమ࢖૙(ࢇ૛ − ૚) 減少 増加
△C ଵଷ ௩బమ࢖૙(ࢇ૜ − ૚) 減少 増加
△I ௩బమ࢖૙(ࢇ − ૚)૛ 増加 増加
△R ௩బమ૜࢖૙(−ࢇ૜+૜ࢇ૛ − ૛) 減少 1< ܽ < (1 + 3)の間のみ増加 ܽ = 2の時に最大値となる
△W ௩బమ૜࢖૙(−ࢇ૜+6ࢇ૛ − ૟ࢇ + ૚) 基本的に減少ただしܽ < 5 − 212では増加 1< ܽ < ହା ଶଵଶの間のみ増加 ଺ା ଶଵଷ の時に最大値となる
図 15: V, P,C, I, R,W のそれぞれの区間での増減
4.2.2 一般式への展開
発注者利得 I，請負者利得R，社会的厚生W は発注者便益と建設コストそれぞれの関数形におけ
るスペック qの乗数でも変化するため，便益の関数形におけるスペックの乗数 δを 12と仮定したうえ
で，コストの関数形におけるスペックの乗数 γとの差を xとして γ = 12 +xとし，A = 2, B = 12x+1
とおいた一般式を設定する．
V (q) = 2vq
1
2
P (q) = pq　
C(q) =
1
2x+ 1
cq
1
2
+x =
1
2x+ 1
cq
2x+1
2
ただし，γ > 1であるため，x > 12 とする．
1) 最初に，時点１の分析をバックワードインダクションにて第２段階より行う．
【第２段階】
ここでは，単位スペック当たりの発注金額は請負者により形成された相場より決まる
とし，その値を pとする．時点 1の最終プレーヤーである発注者は，この時点１では
便益関数のパラメーターを v0と想定し，そのもとで，自身の利得が最大になるような
qを決定する. 発注者は，利得 I(v0, p, q)を最大にするには dIdq = 0となる qを決定すれ
ば良い.
I(v0, p, q) = V (v0, q)− P (p, q) = 2v0q 12 − p0q
であるので dIdq = 0 を満たす qを求めると
dI
dq
= vq−
1
2 − p
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であるので
vq−
1
2 − p = 0
q =
(
v0
p
)2
(16)
となる.この際に求められた qを q0とおく．
【第１段階】
請負者は発注者が通告する q0を予測し，自身の利得が最大になるような，単位スペッ
ク当たりの発注金額の相場 pを形成する．請負者は，自身の利得R(p, c, q0)を最大にす
るには dRdp = 0となる pを形成すれば良い．
R(p, c, q0) = P (p, q0)− C(c, q0) = pq0 − 1
2x+ 1
cq
2x+1
2
0
であるが，q0は式 (16)で表され
R(p, c, q0) = p
(
v
p
)2
− 1
2x+ 1
c
{(
v
p
)2} 2x+12
= v2p−1 − 1
2x+ 1
c
(
v
p
)2x+1
= v2p−1 − c
2x+ 1
(
v2x+1p−(2x+1)
)
となるので dRdp を求めると
dR
dp
= −v2p−2 + cv2x+1p−2x−2
であるので
−v + cv2xp−2x = 0
p−2x =
1
cv2x−1
p = (cv2x−1)
1
2x (17)
この pが，単位スペック当たりの発注金額の相場 p0となる．
2) 続いて，時点 2の分析を行う．
時点２において発注者は，発見された v∗にて利得が最大になる qを計算し，請負者に提示
する．この際，発注者は変更契約を請負者に合意してもらうため，必要に応じて利得の増加
分∆Iの比率 β分を請負者に分け与える. なお，分け与える場合の発注者の利得は式 (11)と
同じ形になり，一般式モデルにおいても，時点 2での q∗の選定に βは影響を及ぼさない．
3) 時点２の V, P,C の時点１からの差分をそれぞれ∆V,∆P,∆C とおき，分析を進める．
∆V = V (v∗, q∗)− V (v∗, q0)
∆P = P (p0, q
∗)− P (p0, q0)
∆C = C(c, q∗)− C(c, q0)
24
となる. ここで,v∗ = av0とおくと式 (16)より
q∗ =
(
v∗
p0
)2
=
(
av0
p0
)2
= a2
(
v0
p0
)2
= a2q0 (18)
となる.式 (17)，(18)をふまえ,∆V,∆P,∆C を計算すると.
∆V =
2v20
p0
(a2 − a)
∆P =
v20
p0
(a2 − 1)
∆C =
1
2x+ 1
v20
p0
(a2x+1 − 1)
同じように,発注者の利得 I の差分を∆I とおくと
∆I = ∆V −∆P = v
2
0
p0
(a− 1)2
となり，v20p0 は常に正であり，(a− 1)2も常に正であるのでどのような aであっても，発注者
の利得は増加することが分かる. また，請負者の利得の差分∆Rは
∆R = ∆P −∆C
=
v20
p0
(a2 − 1)− 1
2x+ 1
v20
p0
(a2x+1 − 1)
=
v2o
p0
(
− a
2x+1
2x+ 1
+ a2 − 2x
2x+ 1
)
で表される．また，社会的厚生の増加∆W は
∆W = ∆V −∆C
=
v20
p0
(2a2 − 2a)− 1
2x+ 1
v20
p0
(a2x+1 − 1)
=
v2o
p0
(
− a
2x+1
2x+ 1
+ 2a2 − 2a+ 1
2x+ 1
)
で表される.
まとめとして V, P,C, I, R,W のそれぞれの区間での増加・減少を表にしたものを図 16に示す．
最後に便益関数のスペックの乗数と，コスト関数のスペックの乗数の差である xの値ごとの aと
∆R,∆W の関係を表すグラフを図 17・18に示す.
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ⅰ:肩の数が の場合に証明できたこと
要素 計算式 増減の場面分け 備考
a<1の時 a>1の時
△V ଶ௩బమ࢖૙ (ࢇ૛ − ࢇ) 減少 増加
△P ௩బమ࢖૙(ࢇ૛ − ૚) 減少 増加
△C ଵଶ௫ାଵ ௩బమ࢖૙(ࢇ૛࢞ା૚ − ૚) 減少 増加
△I ௩బమ࢖૙(ࢇ− ૚)૛ 増加 増加
△R ௩బమ࢖૙(− ࢇ૛࢞ା૚૛࢞ + ૚ +ࢇ૛ − ૛࢞૛࢞ + ૚) 減少 1< ܽ < (1 + ߱)の間のみ増加 ߱の値はaにより異なる
△W ௩బమ࢖૙(− ࢇ૛࢞ା૚૛࢞ + ૚ +૛ࢇ૛ − ૛ࢇ + ૚૛࢞+ ૚) 基本的に減少ただしܽ <1−߮では増加 1< ܽ < (1 + ω)の間のみ増加 ߮及び߱の値はaにより異なる
図 16: V, P,C, I, R,W のそれぞれの区間での増減
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ⅰ: の値ごとの△ のグラフ
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図 17: xの値ごとの aの値に対する∆Rの変化
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図 18: xの値ごとの aの値に対する∆W の変化
4.2.3 分析結果及び考察
数値例を用いた分析により，時点１以降で発見される正しい便益のパラメーター v∗と，時点１
で想定していた便益のパラメーター v0との比“ a”に対し以下の３つの区間が存在することが示
された．
1. 絶対に請負者が契約変更に合意しない区間
2. 発注者が自身の利得を請負者に分け与えることで契約変更が可能な区間
3. 必ず，請負者が契約変更に合意する区間
これは，社会的厚生の増加なしにはどのような方策を用いようとも，一度締結した契約を変更
することは不可能であることを表している．また，契約変更の可否が分かれる分界点は，時点１
で想定した便益のパラメーター v0と，時点２で発見される正しい便益のパラメーター v∗の比で
変化することから分かる通り，契約変更の可否は時点１での便益のパラメーターの想定に依存す
るため，時点２のみの行動で，発注者が最適な利得を受け取ることは出来ないことを示している．
一般式モデルでは便益の算出式と，建設コストの算出式のスペックに対する乗数の値の差が大
きくなるほど，請負者の利得Rや社会的厚生W が減少することが示された．これは，便益と建設
コストのモデルが近いほど，変更契約が容易であることを示している．また，aが何次の関数にな
ろうとも，初期契約時に想定される便益と，事後的に発見される便益の比が，一般的におこりえ
ると考えられる 0 < a < 5程度の区間では３次曲線の形になることも示された．
5 結論
5.1 総括
当研究では，2つのモデルを構築し，数値例を用いた分析で様々な現象を説明してきた．
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第一のモデルでは，発注者が発注金額をコントロールすることにより，請負者の提案するスペッ
クをコントロールするモデルを構築した．
このモデルにおいて，発注者が請負者のコスト関数のパラメーターを観察可能な場合は，発注
者にスペックを設定する能力が無くとも，最適反応関数を設定することにより，請負者に発注者
の利得が最大になるスペックをを申告させることが可能なことを証明した．しかし，観察不能な
場合では発注者は請負者のコスト関数に関係なく，一律の発注金額を設定してしまうため，請負
者は実際のコストが安い場合においては過大なスペックを，高い場合においては過小なスペック
を申告するというモラルハザードを引き起こす．その結果，発注者が請負者のコスト関数のパラ
メーターを観察不能な場合では，発注者の得られる利得は観察可能な場合を必ず下回ることを証
明した．また，発注者の得られる便益の関数の次数によって発注者のリスクへの志向性が変化す
ることも証明した．
第二のモデルでは，発注者が工期中に初期契約時に想定していた便益とは違う正しい便益を発
見した場合に，請負者に契約変更を求めるモデルを構築した．このモデルにおいては，初期契約
後に発見された正しい便益のパラメーターと，初期契約時に想定していた便益のパラメーターと
の比に対し以下の３つの区間が存在することが示された．
1. 絶対に請負者が契約変更に合意しない区間
2. 発注者が自身の利得を請負者に分け与えることで契約変更が可能な区間
3. 必ず，請負者が契約変更に合意する区間
ここで，3つの区間が存在する理由として，社会的厚生を挙げ，社会的厚生の増加が無い状況で
は，いかなる契約変更も不可能であることを示した．更に，発注者の最終的な便益は，初期契約後
に発見された正しい便益のパラメーターと，初期契約時に想定していた便益のパラメーターとの
比により変化するため，契約変更が可能なモデルであっても，初期契約内容は最終便益に影響す
ることを示した．さらに，数値例でなく一般式に発展させたモデルでは，便益の関数形とコスト
の関数形の次数が近いほど，請負者の利得や社会的厚生が大きくなるため，変更契約が容易にな
ることを示した．また，コストの関数形の次数に関係なく，初期契約時に想定される便益と，事後
的に発見される便益の比が，一般的におこりえると考えられる一般的に想定される 0 < a < 5程
度の区間では，請負者の利得と，社会的厚生の関数形は同じ次数の関数形になることも示された．
5.2 今後の課題
それぞれのモデルに対して 1つ，今後の課題を以下に挙げる．
• 第一のモデルの課題として，コスト関数のパラメーターに対して，発注者が予測する確率関
数の精度による，発注者の利得の変化の分析を挙げる．
今回の数値例を用いた分析では，確率関数を一様分布としたが，正規分布などで置き換えて
分散や平均で説明できる予想精度の変化が，発注者の利得にどう影響するのかを示すことが
出来れば，発注者のもつ知識がどれだけの価値を持つのかを示す一助になるのではないかと
期待する．
• 第二のモデルの課題として，発注金額の設定に各プレイヤーが影響するモデルへの発展を挙
げる．
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今回のモデルでは発注金額は，請負者が形成する相場で決まると仮定したが，実際の契約行
為において，相場のまま発注金額が決定することは通常起こりえない．その場合，発注者・
請負者共に工期中の契約変更を見越して経済合理的な行動をとる．その場合のモデルを構築
し分析できれば建設業における最適な契約を考える一助になるのではないかと期待する．ま
た，相場を参考にしたうえで発注者・請負者が発注金額に合意するモデルは，現実の建設業
において存在する「発注者」・「設計者」・「請負者」の 3者モデルに近似できるため，より現
実に近いモデルを構築できるのではないかと期待している．
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証明
1. 4.2.1 における∆V,∆P,∆C の導出
∆V = V (v∗, q∗)− V (v∗, q0) = 2v∗q∗
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式 (8)より cv0
p20
= 1を代入し算出．
2. 4.2.2 における∆V,∆P,∆C の導出
∆V,∆P,は 4.2.1に同じ
∆C = C (c, q∗)− C (c, q0) = 1
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式 (17)より cv
2x−1
0
p2x0
= 1を代入し算出．
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